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合弁会社のベカメックス東急有限会社（ＢＥＣＡＭＥＸＴＯＫＹＵＣＯ・ＬＴＤ.）を設
立している。
２．２ビンズン省と都市開発
ベカメックス東急は，資本金８兆6,000億ＶＮＤ（当時の為替レートで約327
億円)，ビンズン省にて新都市開発・新地域開発７を一体化した開発計画であ
るビンズン新都市（BinhDuongNewCity）の中核施設である東急ビンズン
ガーデンシテイ（ＴＯＫＹＵＢＩＮＨＤＵＯＮＧＧＡＲＤＥＮＣＩＴＹ)８の開発を推進し
ている。
この新都市開発の計画は，ビンズン省のビンズン新都市内にベカメックス東
急が保有する土地の街区面積約l１０ｈａ（敷地面積約７１ｈａ）に対して，低中層・
高層のコンドミニアムであるソラ・ガーデンズ（SORAgardens）施設を設置
するとともに，住居棟や業務・商業施設であるhikariを有する商業棟を有す
る巨大プロジェクトである。
このプロジェクトの総事業規模は約1,000億円，最初の事業のソラ・ガーデ
ンズ・プロジェクトは2012年11月21日着工，プロジェクトはSORAgardensl
(ＧＡＴＥＣＩＴＹ，約１５haLSORAgardenslI（CORECITY，約ｌ５ｈａ)，
SORAgardenslll（GARDENＣＩＴＹ，約４０ｈａ）を含む３段階の開発である。
また，2015年３月にファーストプロジェクトである高層マンションのSORA
gardenslが竣工，2015年１月には商業施設内の飲食店街であるフードコート
や日本を代表するコンビニエンス・ストアであるファミリーマート９などが入
居する商業施設のhikariが開業している。
ソラ・ガーデンズは，敷地面積9,082ｍ２，総床面積31,287ｍ２，階数24階，
住宅戸数406戸，SORAgardens全体では約1,500戸，設備・施設としてはラ
ウンジ，ジム，屋上プール，屋上ガーデン．駐車場，バイク置場などを常設す
る。最終的には，敷地内にビジネスパークや金融センター，国際会議場，商業
施設，大学などを整備し今後は2020年頃までに12万人が居住して，周辺の工
業団地を含めて40万人が働く新都市開発を計画している。
－５－
[論文］ベトナムにおけるスマートコミュニティに関する－考察（税所）
2014年12月には，ベカメックス東急の１００％子会社であるベカメックス東急
バス有限会社（ＢＥＣＡＭＥＸＴＯＫＹＵＢＵＳＣＯＬＴＤ)１０が現在省都トゥーザウ
モット市街と新しい省都予定のビンズン新都市を結ぶバス路線としてＫＡＺＥ
ＳＨＵＴＴＬＥを運営している。このバス運行のＫＡＺＥＳＨＵＴＴＬＥでは，ベトナ
ムにおける日本の運行ノウハウを導入した新交通システムとして，安全運行の
徹底やバス停に掲出の時刻表に基づく定時運行，および乗務員の丁寧な接客，
清潔な車内，安全と事故防止の徹底，乗車方法'１，詳しい案内の提供などを実
施している。
2016年３月５日，ベカメックス東急バスは，ビンズン新都市の中心市区から
地域内の主要個所，および周辺地域を結ぶバス５路線を新たに開業している。
このバス路線拡大にあわせて，ビンズン新都市にある商業施設hikariの前に
新設されたバスターミナルの運用を開始している。このバスターミナルを交通
の結節点として，省都トゥーザウモット市街とビンズン新都市の主要な場所を
路線バスによりカバーしエリア内での利便性'2が向上している。
ビンズン省での路線バス事業は，先進的な街づくりに不可欠な機能として，
地域住民が利用しやすい新しい公共交通の姿を示している。バス路線の開業に
より，新交通システムは，ビンズン省新庁舎行政センター勤務の行政職員や行
政センターの来庁者，ビンズン新都市における居住者や学生などの通勤や通
学，および移動の手段として定着しつつある。
２．３ビンズン新都市と周辺地域の開発
ビンズン新都市の周辺地域には，図－２に示すように2013年１１月23日韓
国系のロッテベトナム・ショッピングセンターがビンズン省トゥアンアン町の
ピンズン新都市にベトナム国内５店舗目として、ロッテマート（LotteVietnam
ShoppingCentre）を開業している。
ロッテマートは，韓国内で５番目に大きな財閥である韓国ロッテグループ資
本の大型スーパーマーケットで，プレミアム食品から生活家電までの様々な商
品を提供している。今後，ロッテマートのベトナム戦略では，ベトナム国内で
－６－
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(出所）ベカメックス東急『ビンズン省について」より作成。
の店舗数を2020年には60店舗まで増やす予定である［８]。
また，2014年11月１日，日本国内外で連結子会社296（2017年２月末現在）
の企業で構成される大手流通グループであるイオングループのベトナム法人の
AEONVIETNAMCOLTDは，ピンズン省にドミナント出店'3を進めている。
ビンズン省は，今後，急速にオートバイから自動車へと転換するモータリゼー
ションが進展すると見られるベトナムの郊外エリアである。イオンはドミナン
ト戦略の一環として，ベトナムでのイオングループ２号店となる郊外型の
ショッピングモールのイオンモール・ピンズンキャナリー（AEONMALL
BinhDuongCanary）を開店している［９]・
ピンズンキャナリーは，2014年１月11日に開店したイオンモール・タンフー
セラドン（AEONMALLTanPhuCeladon）に次ぐ，ベトナム国内２号店で
ある。また，ピンズンキャナリーには，ショッピング施設とともにアミューズ
メント施設，日本の商品や飲食品などを取り揃えたＪＡＰＡＮＺＯＮＥエリアを
[論文］ベトナムにおけるスマートコミュニティに関する一考察（税所）
有し，サービスの充実とともに日本品質を強調させた滞在型ショッピングモー
ルを提供している。
さらに，ビンズン省内の国道13号線沿いのビンズン新都市の隣接地のトゥア
ンアン町には，ベトナム・シンガポールエ業団地Ｉ（ＶＳＩＰＩ：Vietnam
SingaporelndustrialPark）が開業している。ＶＳＩＰＩは，ベトナムのヴオー・
ヴァン・キエット（ＶｏＶａｎＫｉｅｔ）首相とシンガポールのゴー・チョクトン
(GohChokTong）首相が提唱した両国間の協力案を基にして，シンガポール
の工業団地運営ノウハウをベトナムに導入し，1996年に設立されている。
ＶＳＩＰＩは，ＨＣＭＣ近郊のビンズン省に立地，食品・飲料，薬品日用品お
よびその包装材において，ベトナム南部での圧倒的な産業集積を誇っている。
なお，2016年１０月現在，ＶＳＩＰＩへ進出した日系企業１０５社の内，中小企業は５８
社である。ＶＳＩＰＩは，ベトナム南部で最大の日系企業の産業集積，かつ日系
中小企業の産業集積となっている。
３．ビンズン省とスマートコミュニティ
３．１スマートコミュニティとは
ＪＳＣＡ（JapanSmartCommunityAlliance)'4によると，スマートコミュニ
ティは「電気の有効利用に加え熱や未利用エネルギーも含めたエネルギーの
｢面的利用」や，地域の交通システム，市民のライフスタイルの変革などを複
合的に組み合わせたエリア単位での次世代のエネルギー・社会システムの概
念」と定義している［６]・
一方，資源エネルギー庁'5.総務省では，「エネルギー管理システムや蓄電池
等のＩＴ技術を活用し電気に加え熱，交通も含めたエネルギーの効率的な
システム」と定義している［16]。
また，ベトナム・ビンズン省では，スマートコミュニティを「電力，水，交
通・物流，医療，情報など，あらゆるインフラの統合的な管理・最適制御を実
現した次世代のコミュニティ」と定義している［20]。
－８－
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図－３スマートコミュニティの概要
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(出所）経済産業省『スマートグリッド・スマートコミュニティ」より。
現時点では，スマートコミュニティの定義について，各企業や各行政機関
各組織などが自らにとって使いやすい内容にそれぞれ使い分けているのが実態
である。このように，スマートコミュニティに関する定義は様々なものがあり，
学術的な定義は明確に確立されていないのが現状である。
そこで，本論文のスマートコミュニティについては，エネルギー利用'6の効
率化による省エネ促進と再生可能エネルギーの導入によるエネルギー源の多様
化省ＣＯ２化および電気自動車の導入などのICTを積極的に活用した再生
可能エネルギー導入とエネルギー使用の効率化を達成するＥＭＳを積極的に用
いて，都市の環境問題や交通システム，住民のライフスタイル変革まで，住宅
やピル，工場などに新たな技術を導入し，地域においてエリア全体で複合的・
総合的にエネルギーを組み合わせた社会システムにおける概念と定義する。
－９－
[論文］ベトナムにおけるスマートコミュニティに関する－考察（税所）
ＥＭＳ'7は，図－３に示すように，ＩＣＴを活用した電力使用量の可視化節電，
CO2削減のための機器制御，および太陽光発電機などの再生可能エネルギーや
蓄電器の制御などの管理を行うシステムである。
ＥＭＳの導入においては，表－２に示すように，住宅，ビル，工場，地域と
いった観点で，その管理対象分野によりＨＥＭＳやＢＥＭＳ，ＦＥＭＳＣＥＭＳな
どの名称が付けられている［ｌ］・
住宅の観点であるＨＥＭＳ（HomeEnergyManagementSystem）は，家庭
に存在する様々な家電製品が接続されるローカル情報ネットワークのＨＡＮ
(HomeAreaNetwork）と連動し，一軒家である家庭内の電気を中心とした電
気を中心としたエネルギーの管理を行うシステムである。その他，住宅の観点
でも管理対象の違いから,ＺＥＨ(NetZeroEnergyHouse）やＭＥＭＳ(Mansion
EnergyManagementSystem）のエネルギー管理システムがある。
ビルの観点であるＢＥＭＳ（BuildingEnergyManagementSystem）は，使
用電力量デマンド監視のピークカット制御（DemandResponse）も含まれて
おり，ビル内の配電設備，空調設備，照明設備，換気設備，ＯＡ（Office
Automation）機器などの電力使用量のモニターや制御を行い，ビル全体の電
気を中心としたエネルギーの管理を行うシステムである。その他，ビルの観点
でも管理対象の違いから，ＺＥＢ（ZeroEnergyBuilding）のエネルギー管理シ
ステムがある。
工場の観点であるＦＥＭＳ（FactoryEnergyManagementSystem）は，工
場内の受配電設備，空調・衛生設備，照明設備，ユーティリティ，製造・生産
設備などの電力使用量のモニターや制御を行い工場全体の電気を中心とした
エネルギーの管理の電気を中心としたエネルギーの管理を行うシステムであ
る。その他，ビルの観点でも管理対象の違いから，ＭＭＳ（Manufacturing
ManagementSystem）のエネルギー管理システムがある。
地域の観点であるＣＥＭＳ（Cluster／CommunityEnergyManagement
Syste、）は，通信・制御機能を付加した電力網であるスマートグリッド
(SmartGrid）の要の仕組みで，ＨEMS，ＢＥＭＳＦＥＭＳＣＥＭＳを含めた地
－１０－
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域内の太陽光発電所や風力発電所などの再生可能エネルギーを含む発電所での
電力供給量のモニターや制御を行い，地域全体の電気を中心としたエネルギー
の管理を行うシステムである。その他，ビルの観点でも管理対象の違いから，
REＭＳ（RegionalEnergyManagementSystem）のエネルギー管理システム
がある。
このように，現代の情報化社会の到来によって，ＩＣＴを活用した新しいエ
ネルギー社会基盤を構築するための仕組みとしてＥＭＳがある。ＥＭＳでは，
情報化社会のもとで，人や機械，施設，設備，組織，機能などの多種多様な要
素を有機的に組み合わせて，それぞれを互いに連携させたエネルギーの管理を
行うのである。各種要素の連携によって，家庭やビル，工場，地域において，
総体として優れた機能や効果，反応を実現させることになる。
したがって，ＥＭＳでは，水力を活用した発電（水力発電)，風力を活用した
発電（風力発電)，太陽光を活用した発電（太陽光発電)，地熱を活用した発電
(地熱発電)．火力を活用した発電（火力発電)，原子力を活用した発電（原子
力発電)，波を活用した発電（波力発電)，調整池を活用した発電（揚水発電）
などの多種多様な形態の電気の生成があることから，それぞれに対応したエネ
ルギー管理システムが必要である。
これらの電力では，発電から始まり，送電，変電，配電を経て，最終的に電
力を消費する需要家に至るまでのすべての要素（生成，変換，蓄積，伝送，消
費など）を有機的に組み合わせて，様々な組織で連携させることによって，効
果的，かつ効率的な電力の利活用を実現するのである。
３２ビンズン省と電力エネルギー
ビンズン省では，ベトナムの他地域と同じように電力エネルギー，地域交
通，産業廃棄物，水処理などの各種問題を抱えており，ベトナムの他の省に先
駆けて，革新的な取り組みであるスマートコミュニティを推進している。
例えば，ベトナム国内では，2008年の世界的な経済危機以降も電力需要は増
加している。このため，ベトナムでは，増加傾向にある電力需要に対応するた
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め，新規に建設される発電所からの送電のための電線路である送電線・配電線
の新設が優先されている。したがって．電力を需要家の受電設備に供給するた
めの発電・変電・送電・配電を統合したシステムである既存の電力系統の増強
が進展していないのが実態である。つまり，このような背景があるためにベ
トナムでは送変電・配電設備の負荷率が上昇しているのである。
このようにビンズン省でもＨＣＭＣやハノイ（Nanoi)，ダナン（ＤａＮａｎｇ）
などのベトナム国内の各地域と同様に電力需要増にともなう電力エネルギー
における電力の問題を抱えており，以下のような取り組みを行っている。
ビンズン省の個人や組織におけるｌ需要家当たりの年間停電時間（SAIDI：
SystemAveragelnterruptionDurationIndex）は，年間約70時間と長時間に
わたる停電があり，電力の供給信頼性が低い状況にある。また，ｌ需要家当た
りの年間停電回数（SAIFI：SystemAveragelnterruptionFrequencylndex）
も年間約17回と多く，この面からも電力の供給信頼性が低い状況が見られる。
ビンズン電力では，ＳＡＩＤＩとＳＡＩＦIの内訳では，それぞれ約９割が事故停
電と補修停電が占めており，人的影響が強い状況である。そこで，新都市に電
力を供給しているビンズン電力においては，電力の供給信頼`性の評価項目に
SAIDIとＳＡＩＦIを設定し，それぞれの項目における数値の低下を目指してお
り，電力供給の供給信頼度向上に努めている。
このために，ビンズン省では，ビルや工場，病院，省庁舎，役所，学校など
の電力供給の信頼`性が重要視される建物においては，自家発電設備を設置する
などの個別組織によるリスク管理対策を行っている。また，ビンズン省では，
工業団地などの産業集積への製造業を中心とする企業進出が多く，大口需要家
の増加による電力需要の伸びが著しいことから，送配電線や変電所の新設や増
設，更新などのインフラ面からのリスク管理対策を行っている。
またビンズン省では，2011年施行の「省エネ法の詳細及び施行方法に関す
る政令｣18に基づいて，省エネ施策の導入に取り組んでいる［３]。例えば，電
力消費量については、前年比２％を削減目標に設定し毎月，目標の達成度を
ビンズン省商工局より公表している。そのほかにも，ビンズン省は，省エネの
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促進を推進している企業に対しての支援策を実施している。
ビンズン省の企業への支援策では，①エネルギー監査を実施する中小企業に
対する助成金の提供（上限は5,000万ＶＮＤ)，②省エネ設備導入に対する助成
金の提供（設備更新の場合は更新費用の30％（上限は7,000万VNDlおよび
新規に設備導入の場合は上限’億VND)，③省エネプロジェクトを実施する企
業に対する支援を行っている。
今後の地域が抱える問題への対応については，電力エネルギーや地域交通，
産業廃棄物，水処理などの個別的な対応ではなく，これらを複合的な取り組む
スマートコミュニティの概念が必要である。スマートコミュニティの対応で
は，ビルや工場，病院，省庁舎，役所，学校などの建物内や近隣の限定された
地域において，省エネルギー，およびエネルギーの効率利用を達成するための
電力供給の信頼性を向上させることが必要である。
例えば，ビンズン省のスマートコミュニティの推進では，交通機関と関連し
た都市開発事業，および都市間輸送を担うスマートバスシステムのＢＲＴ（Bus
RapidTransit)'9の整備を行うといった事業の実施を展開している。
具体的には，ビンズン省において，東急が推進している都市開発における高
品質電力などのエネルギー確立，ＩＣＴインフラ整備と活用，物理的な無駄の
排除によるインフラ構築，スマート交通を中核としたスマートコミュニティの
展開である。
３．３ビンズン新都市におけるスマート化
東急では，日本の東京都渋谷区の渋谷駅から神奈川県大和市の中央林間駅ま
でを結ぶ東急田園都市沿線の多摩田園都市における様々なノウハウを活かし
て，街づくりパッケージをスマート化として，ベトナムのビンズン省・ビンズ
ン新都市へ輸出している。
ピンズン新都市では，地域内における総合行政センター，工業団地・ハイテ
クパーク，金融センター，オフィス・レストラン・ホテル国際会議場・国際
展示場センター，大学・高校・小中学校・幼稚園・病院・文化センター・広場.
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公園などの公共施設，交通システム・上下水道システム・電力システム・ガス
システム・インターネットシステムなどのインフラ施設，住宅・工場などの民
間施設に対する対応が必要である。
東急が推進するビンズン新都市における街づくりパッケージのスマート化で
は，日本の鉄道沿線開発の郊外住宅地で実現してきた緑豊かで，利便`性の高い，
快適なコミュニティの形成を行い上質な街づくりに貢献していくことを目的
としている。
東急による具体的な新都市開発への街づくりのパッケージ輸出では，①自然
と共生した街づくりである水と緑に囲まれた豊かな都市空間および自然とふ
れあえる環境の保全，②公共交通中心の街づくりである駅を中心とした都市機
能の集積や市民が快適に歩ける環境の創出，および低炭素型交通の導入の推
進,③資源循環型街の街づくりである水の循環利用，および廃棄物の循環利用，
④安全・安心の街づくりである洪水・増水に強い街づくりや災害時に逃げ込め
る街づくり，および犯罪の少ない安全な街づくり，⑤省エネ型の街づくりであ
る地域の伝統や気候に合った技術の導入，未利用・再生可能エネルギーの活用
およびエネルギーの最適利用をコンセプトとした関連技術を輸出している
[８]。
これらのコンセプトに関連した技術としては，ビンズン省内の地域における
高品質電力・信頼度向上などのエネルギー確立に必要となる，ＥＭＳに関連す
るサービスを提供する企業の設立，停電の少ないシステムの構築，電力ロスの
少ない配電システムの構築，エネルギー効率化の改善，地域全体の省エネル
ギー対策，再生可能エネルギーを活用した創エネルギーなどがある。
特にスマートコミュニティの中核技術として，ＥＭＳやスマートメータ20,
蓄電装置，および太陽光，風力，水力，地熱，太陽熱，大気中の熱，その他の
自然界に存在する熱，バイオマス2'といった再生可能エネルギー発電などの組
み合わせによるオンサイト（on-site）での需給制御が必要となる。
ＩＣＴインフラの整備とその活用については，新しい無線ＬＡＮ（LocalArea
Network)22を利用したインターネット接続サービスのWi-Fiシステム23を利用
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したビンズン新都市の,情報ネットワークにおけるスマート化がある。また，イ
ンターネットの普及やコンピュータの処理速度の向上などに伴い生成される巨
大で複雑なビッグデータ21の送信に耐えうるWi-Fiシステムの構築がある。
情報ネットワークの構築とその利活用の他，ビッグデータからスマート化に
関連のデータの必要』性を判別するＡＩ（人工知能)25機能を用いた不必要のデー
タ省いて効率化するシステムの構築，監視カメラ導入による人物などを判別す
る機能を用いた無駄を排除するシステムの構築などがある。
その他，サイバースペース26での対応だけでなく，物理的世界における無駄
の排除については，例えば道路上の渋滞を防ぐことで燃料や時間などの無駄を
省くことが可能であったり，道路が将来拡張する必要がないような余裕を持っ
た幅広の道路設置であったbと，様々な観点から将来の無駄を排除することが
可能であるなど，新都市開発に適したインフラ整備がある。
３４ビンズン新都市のスマート化目標
具体的なピンズン新都市におけるスマートコミュニティの推進については，
2022年までに実現すべく，以下の主な目標を設定している。
第１は，ビンズン新都市においてＳＣＡＤＡ（SupervisoryControlandData
Acquisition：監視制御とデータ収集）とＤＭＳ（DistributionManagement
Systems：配電自動化システム）を配電会社に導入すること，およびすべての
大口需要家を対象にしたスマートメータなどの自動検針装置の設置である。
各需要家では，精度の高い計測器であるスマートメータを導入することで，
それまでの電力使用量をアナログ的に計測するだけでなく，３０分間隔で電気を
どのように使用しているかをデジタル化された数値で把握できる。
第２は，ビンズン新都市内におけるSAIFI（ｌ需要家当たりの年間停電回数）
を１０％削減することである。
ビンズン新都市の個人や組織におけるｌ需要家当たりの年間停電時間を把握
することで，ベトナム国内の全体停電回数とその比率，および他の地域におけ
る停電回数とその比率を比較・分析・評価させた対応が必要となる。
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第３は，ビンズン新都市内におけるSAIDI（ｌ需要家当たりの年間停電時間）
を５年毎に20％削減することである。
ビンズン新都市の個人や組織におけるｌ需要家当たりの年間停電時間を把握
することで，ベトナム国内の全体停電時間とその比率，および他の地域におけ
る停電時間とその比率を比較・分析・評価させた対応が可能となる。
第４は，ビンズン新都市内において電力のリモートコントロールを行い
１１０ｋＶの変電所で働く労働者の削減である。
ビンズン省の最低賃金は，最高額の第１種地域27に策定されており，2016年
１１月１４日決定（2017年１月１日施行)，前年度比７１％の引き上げ，金額にして
18万～25万ＶＮＤ（約829～1,150円）引き上げられた375万ＶＮＤ（約１万7,300
円）である。電力業務のリモート化を推進することにより，スマート化の実現
とともにベトナム国内最高レベルである電力従事者に関する労賃コストを削
減することが可能となる。
第５は，ビンズン新都市において電力需給予測の改善を行いそれをもとに
AＭＩ（AdvancedMeteringlnfrastructure：自動検針システム）によるデマン
ド監視システム（DemandMonitoringSystem）とデマンド制御システム
(DemandControlSystem）を活用しての２％のピークカットである。
デマンド監視システムを導入することで，電力使用量をリアルタイムで計測
しあらかじめ設定しておいた電力量を超過しないように需要電力を予測・監
視する。またデマンド制御システムを導入では，地域における需要電力の最
大値を下げることで，電気料金の削減を図っている。
第６は，ビンズン新都市において技術的および非技術的な両面から送配電ロ
スを減らす改善である。
水力，風力，太陽光，地熱，火力，原子力，波力，揚水などで発電された電
力は，発電会社（EVN28直轄・独立採算企業）の発電網，電力取引会社（EVN
直轄企業）のNationalLoadDispatchCenter（500KＶ・220ｋＶ・llOKVの系
統運用，発電所の運転指令，南北の需給調整l5RegionalDispatchCenter
(110KＶ以下の系統運用）の給電網，国家送電会社（EVNの独立採算企業）
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のNationalPowerTransmissionCorporation（１１０ＫＶ～500ｋＶ送電設備の建
設計画・投資・保守など）の送電網，配電会社（EVNの独立採算企業）の５
PowerCorporations（配電系統計画・投資)29の配電網，小売会社（１１０KＶ以
下の送配電線の運転保守・営業業務）のビンズン電力会社などの小売網による
送電線，変電所，配電線を経て，各需要家へ送電・供給されている。電力の送
配電では，大規模電源や変電所などは，電力系統側に設置された制御システム
から光ファイバーや無線などの電力通信を用いて制御されている。
送配電では，電線を使って送配電を行うと，電気抵抗のためにどうしても損
失が生じて，送配電ロスをともなうことになる。送配電では，遠くに送電すれ
ばするほど電圧が下がることになり，電力が熱に変わってしまいロスとなるの
である。そのためには，電力を消費地域の近くで発電する地産地梢の方法，電
力ケーブルを太くして電気抵抗を下げる方法，電力を高圧にして電気抵抗を減
らす高圧送電の方法の技術的および非技術的な両面での対応を行っている。
これらの目標に加えて，再生可能エネルギーの系統連携において，安定的な
電源にするためにスマートグリッド30を活用すること，スマートグリッド関連
製品においてベトナム国産化を推進すること，スマートメータによる電力の需
要家における使用量の見える化を実現することなどが必要である。
４．おわりに
東急が推進するビンズン新都市における街づくりパッケージのスマート化で
は，日本の鉄道沿線開発の郊外住宅地で実現してきた緑豊かで，利便性の高い
快適なスマートコミュニティの形成を目指している。
ビンズン省を含めて，あらゆる国や地域におけるスマートコミュニティの推
進では，地域内での既存施設・設備から都市開発を行うのは困難である。
つまり，ビルや住宅などがない，空き地や農地などの更地からの新都市開発
では，既存の設備・施設を考慮する必要がないため，最適，かつ理想的なスマー
トコミュニティを推進することが可能である。
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そのような意味では，ビンズン省のスマートコミュニティ戦略では，既存の
古い施設・設備を転換させるダナンでのスマート化と違って，更地からの新都
市の開発は推進しやすい。また人口８百万人以上が居住していると言われる
ＨＣＭＣやハノイの大都市と違って，人口が約２百万人の比較的小規模のビン
ズン省では新都市の開発は推進しやすい。
さらにビンズン省のスマートコミュニティの推進では，ビンズン新都市に
よるＥＭＳを中心としたエネルギーのコントロールを行うことで，近隣の既存
都市もその利便`性を活用できる大きなメリットである。
したがって，必然的にホーチミン市に隣接するビンズン省で，工業都市，新
都市開発の新たな試みが起こったと言える。
ビンズン省におけるスマートコミュニティの推進は，始まったばかりであ
り，現時点では，その成否の判断は下せない状況である。今後は，事業推進に
伴う資金計画が厳しいとともにソラ・ガーデンズのプロジェクトでは，約
1,500戸の住宅戸数が2015年３月に一部竣工したが，不動産の売却が予定通り
に進まずに居住者が少なくてゴーストタウン化の問題もある。
一方，ＨＣＭＣ７区のフーミーフン（PHUMYHUNG）の高級住宅街の不動
産は，当初，売却が進まずに５年経過後に注目された事例もある。今後の新都
市開発は，目先の計画に捉われない将来性を見極めた実施が求められている。
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注
１ 本論文は，拙稿「ベトナムにおけるスマートコミュニティに関する－考察一南
部地方都市のビンズン省を事例として－」『情報経営・第７3回全国大会予稿集
【秋号】』を大'幅に加筆・修正したものである［１２]･
ビンズン省（BinhDuongProvince）は，ビンズオン省とも呼ばれている。
筆者は．2016年９月13日（火）～９月16日（金）までの期間ベトナムの北部
の首都ハノイ，南部の商都ホーチミン，中部地方都市ダナンなどを訪問して，
産業集積や金融機関，Ｈ系企業。ローカル企業などの実態についての現地の調
査を行った。
海外直接投資（FDＩ：ForeignDirectInvestment）とは，外国の企業に対して，
永続的な権益を取得する（経営を支配する）こと，あるいは利益獲得のため海
外に資本を投下し事業を営むことなどを目的に行われる投資である。これに対
して，株式や債券の取得などによって，金融による利益だけを追求するものが
海外間接投資である。
ベトナムの最低賃金制度は，1997年に採用，最低賃金は地域１～４の地域別に
策定されており，2011年１０月以降は国内企業と外資企業の賃金が統一されてい
る。2016年11月１４日，ベトナム政府は2017年の最低賃金に関する政令153号
(153/2016/ND-CP）を公布している［４]o
BECAMEXIDCCORP・は，１００％ベトナム政府資本で，1976年設立，デベロッ
パーとして工業団地，住宅区，都市区，および交通のインフラ整備の分野にお
いて，投資・整備・経営を手掛けている。
東急グループでは，同社が長年培ってきた鉄道沿線開発ノウハウを生かして，
ベトナムのビンズン省新都市開発のほか，タイのシラチャ日本人向け賃貸住宅
事業，西豪州・ヤンチェップ地区宅地開発事業において，海外での街づくり事
業に参画している［１７]・
ビンズン新都市は，ビンズンエ業・都市・サービス複合地区に位置し，2020年
に省都へ格上げされる予定でビンズン省の中心地となる。ビンズン新都市には，
ビンズン省の党委員会，人民委員会，人民議会などの省の行政機能が集まるこ
とが決定している。
2017年８月29ロ（火）には，ファミリーマートのビンズン省の４店舗目、ベト
ナム国内139店舗目が開業している。
2012年６月に東急とベカメックス間でビンズン省地域，および南部地域におい
て，バス事業を中心とした交通システム開発についての調査提携に関する基本
覚書の調印に基づいている。それ以降，断続的に検討を重ねて，2014年２月に
ベカメックス東急バスを設立している。
それまでルール化されていなかったベトナムのバス乗車方法に対して，「①時刻
表でバスの時刻を確認する｡」「②バスが到着したら，前方のドアよりご乗車す
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る（後方のドアは降車専用)」「③バスに乗車したら運賃箱へ運賃を支払う｡」「④
降りるバス停が近づいたら，近くのブザーボタンを押して運転士に知らせる｡」
などの日本におけるバスシステムを導入したのである。
ベカメックス東急バスでは，既存のベトナムにおけるバスシステムのネガティ
ブイメージからの脱却，通勤や買物に気軽に乗りたくなるバスシステム，バイ
ク社会からバスシステムによる公共交通社会への転換，地元ベトナム人に末永
く愛されて利用されるバスシステム，ビンズン新都市における新たな価値創出
の実現を目指している。
ドミナント出店（DominantStoreOpening）とは．小売業がある地域に集中的
に出店する戦'１１片である。エリア・ドミナンス戦略（AreaDominanceStrategy）
などと呼ぶことがある。ドミナント出店戦略によ1)，物流や管理，販促などの
効率化とコスト削減を図1)，商圏内で競合他社より優位に立つことを目指して
いる。コンビニエンス・ストアやファミリー・レストランなどの分野では，特
に重視している戦略である。
スマートコミュニティ・アライアンス（JSCA）は，2010年４月設立，国立研究
開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ：NewEnergyand
IndustrialTechllologyDevelopmentOrganization）が事務局である。ＪSCAは，
全世界にスマートコミュニティを展開していく中で，個別企業では解決しづら
い課題に対して，わが国における官民一体の対応と民同士の連携で乗り越えよ
うと業界の垣根を越えて様々な企業や組織が集まった組織である。
資源エネルギー庁（Age､cyforNaturalResourcesandEnergy）は，経済産業
省の外局で，1973年設置され，国家行政組織法および経済産業省設置法に定め
られる国の行政機関である。その主な業務は，鉱物資源の合理的な開発および
電力などのエネルギーの安定的な供給の確保ならびに，これらの適正な利用の
推進，電気事業などの運営の調整に関する事務を行うことである。
エネルギー（Energy）は．その移動形態や保存形態によって，電気エネルギー，
原子核エネルギー，熱エネルギー，光エネルギー，静止エネルギー，音エネル
ギー，ダークエネルギーなど，様々な種類に分類される。
エネルギー・マネジメント・システム（EMS）については，拙稿（2017）「ベ
トナムにおけるスマートコミュニティに閏する－考察一ダナン市のスマートコ
ミュニティ戦略を事例として－」「経営論叢』にて，その内容を詳細に分析して
いる［13]・
ベトナムの「省エネ法の詳細及び施行方法に関する政令21号」（21/2011/ND
CP）では，エネルギー大量使用施設として，工場・農業・輸送機関（1,000石
油換算トン以上)，および商業施設・オフィスなど（500石7111換算トン以上）に
該当するエネルギーの大規模需要家は，省エネ目標の公表，計画の策定・報告
などが義務付けられるようになった［３]。
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バス・ラピッド・トランジット（BRT）とは，これまでの鉄道の軌道を舗装して，
バス専用道を作り，定時で速い運行を可能とするバス高速輸送システムのこと
である。1970年代にブラジルのクリチバ市で，初めて誕生している。国士交通
省「BRTの導入促進等に関する検討会」では，ＢＲＴを「連節バス，公共交通
優先システム（PＴＰＳ：PublicTransportationPrioritySystemLバス専用道，
バスレーン等を組み合わせることで，速達性・定時`性の確保や輸送能力の増大
が可能となる高次の機能を備えたバスシステム」と定義づけている。
スマートメータ（SInartMeter）とは，従来のアナログ式誘導型電力量計とは
異なり，使用する電力をデジタルで計測することで見える化（可視化）すると
ともに，メーター内に通信機能を持たせた管理を行うことのできる次世代電力
量計である。
バイオマス（biomass）とは，生物資源（bio）の量（mass）を表す概念で，一
般的には再生可能な生物１１J来の有機`性資源で，化石資源を除いたものであるに，
無線ＬＡＮとは．限られた範囲内で形成されたデータ通信網であるＬＡＮにおい
て，コンピュータ間をケーブルでつなぐのではなく，無線または赤外線を利用
してつなぐことである。
Wi-Fiとは，ＩＥＥＥにより策定された，広く一般に普及している無線ＬＡＮ関連
規格のひとつであるＩＥＥＥ802.11機器に関する米国に本拠を置く業界団体のＷｉ‐
FiAllianceによる相互接続性の認定の名称である。無線を使ったＬＡＮであれ
ば，何でも無線ＬＡＮと呼ぶのに対して，業界団体の規格に基づいたネットワー
クをWi-Fiと呼んでいる。
ビッグデータ（BigData）とは，インターネットの普及やコンピュータの処理
速度の向上などに伴い生成される大容量のデジタルデータのことである。ビッ
クデータは，市販されているデータベース管理ツールや従来のデータ処理アプ
リケーションで処理することが困難なほど，巨大で複雑なデータ集合の集積物
である。
人口知能（ArtificialIntelligence）とは，言語の理解や推論，問題解決などの知
的行動を人間に代わってコンピュータに行わせる技術である。
サイバースペース（cyberspace）とは，コンピュータ・ソフトやコンピュータ・
ネットワークのように，多数の人が利用できる仮想的データ空間のことである。
第１種地域は，ハノイ市各区および－部の郡，紅河デルタ地方ハイフオン市各
区および－部の郡，ＨＣＭＣ各区および一部の郡，東南部ビンズン省トゥーザウ
モッ卜市と各町および－部の郡，東南部バリア・ブンタウ省ブンタウ市，東南
部ドンナイ省ビエンホア市および－部の郡が該当する。
ベトナム電力総公社（EVN：ＶＩＥＴＮＡＭELECTRICITY）は，1994年に設立
されたベトナム国営企業で，発電会社，給電指令所，送電会社，配電会社など
を保有・管理し電力の発電，送電，供給，売買を行う。
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５つの地域電力公社には，ホーチミン電力公社（ＥＶＮＨＣＭ)，北部電力公社
(EVNＮＰＣ：NorthPowerCompany)，ハノイ電力公社（ＥＶＮＨＡＮＯＩ)，中
部電力公社（EVNCPCCentralPowerCompany)，南部電力公社（EVN
SPC：SouthPowerCompany）がある。また，５つの地域電力公社の配下に，
ビンズン電力会社などの電力会社がある。
スマートグリッド（SmartGrid）とは．ＩＣＴを活用することによって，電力の
需要と供給を常時最適化する仕組みを有する次世代の電力網のことである。ス
マートグリッドでは，水力・火力などの既存の発電施設と風力・太陽光発電な
どの新エネルギーによる分散型電源を制御し,効率・品質・信頼性の高い電力
供給システムの構築を目指している。地球温暖化対策のひとつとして各国で取
り組みが進められている。
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